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貸借対照表 
（2024 年 10 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

金  額 金  額

流動資産 2,428,143 流動負債 1,541,763

現金及び預金 793,211 買掛金 272,143

売掛金 1,017,763 未払金 359,147

商品 400 未払費用 326,304

貯蔵品 259 未払法人税等 118,015

前払費用 15,947 前受金 263,228

短期貸付金 600,000 預り金 42,923

立替金 406 賞与引当金 145,404

未収入金 7,231 役員賞与引当金 13,365

貸倒引当金 △ 7,078 その他 1,230

固定資産 206,458 固定負債 29,903

有形固定資産  2,002 資産除去債務 25,903

建物 1,290 長期未払金 4,000

工具、器具及び備品 712 負債合計 1,571,667

投資その他の資産 204,455

投資有価証券 2,626 株主資本 1,062,934

長期前払費用 97 資本金 67,000

前払年金費用 163,315 資本剰余金 703,000

繰延税金資産 38,416 その他資本剰余金 703,000

利益剰余金 292,934

利益準備金 16,750

その他利益剰余金 276,184

 繰越利益剰余金 276,184

純資産合計 1,062,934

資産合計 2,634,601 負債及び純資産合計 2,634,601

純  資  産  の  部

資 産 の 部 負 債 の 部

科  目 科  目

 



個別注記表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
１. 資産の評価方法基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び方法 
その他有価証券  
市場価値のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定） 

市場価格のない株式等 
移動平均法による原価法 

  
２.棚卸資産の評価基準及び評価方法 
 （1）商品 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法） 

  （2）貯蔵品 
個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法） 
  
 ３.固定資産の減価償却の方法 
  （1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 
                  なお、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに 2016

年４月１日以降取得の建物付属設備及び構築物については定額法を採用しており
ます。 

  （2）長期前払費用 
定額法を採用しております。 

  
   ４.引当金の計上基準 
  （1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。 

  （2）賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 



（3）役員賞与引当金 
役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（4）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。なお、年金資産見込額が退職給付債務見
込額を超過している場合、その超過額を投資その他資産（前払年金費用）に計上し
ております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算については、退職給付に係る
期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており
ます。 

  
５.収益及び費用の計上基準 
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なサービスにおける主な履行義務

の内容及び履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通り
です。 

コンタクトセンターサービス事業においては、主にエンドユーザーからの問い合わ
せに対応した件数に応じて報酬が決定し、問合せ対応完了時点で収益を認識しており
ます。 

ロードサービス事業については、サービスの対象となる自動車保険の契約数又はロー 
ドサービスの提供件数に応じて報酬が決定し、前者は契約期間に応じて収益を認識、後
者についてはサービス提供時点で収益を認識しております。 

  
 
（当期純損益金額） 
       216,999 千円 


